
（様式①）

[　道路　局] 12款　１項　２目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 道路管理事業 219,604 55,850 229,462 65,205 △ 9,858 △ 9,355

2 道路管理システム運用事業 102,061 0 103,658 0 △ 1,597 0

3 ハマロード・サポーター事業 9,930 9,930 10,067 10,067 △ 137 △ 137

4 道路清掃費 900,000 232,880 855,205 188,085 44,795 44,795

5 道路照明費 1,064,669 229,203 1,105,842 269,650 △ 41,173 △ 40,447

6 エレベーター等管理費 508,813 261,360 474,000 374,587 34,813 △ 113,227

7 共同溝管理費 150,728 0 147,093 0 3,635 0

8 自由通路管理費 46,010 36,930 22,710 14,310 23,300 22,620

9 高架下等有効活用事業 3,539 0 967 0 2,572 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

計 3,005,354 826,153 2,949,004 921,904 56,350 △ 95,751

事　業　計　画　書　目　次

増△減（４－３）
新
規
・
拡
充

計画
書頁 事　　業　　名

令和４年度 令和３年度



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪

⑫

⑬

係

62,127 68,040 ▲ 5,913 委託費の減

1,800 0

単位

道路監察等 6,171 6,174 ▲ 3
補助金の本市負担額調整
による減

道路原因者事故賠償 22,992 24,408 ▲ 1,416 賠償金額の減

目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 道路 管理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

12-1-4
1事業区分

歳出予算科目 12 1 2

事業名称 道路管理事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 その他 市債 一般財源

55,850
補助事業 0

令和４年度 219,604 13,720 150,034

0
令和３年度 229,462 15,298 148,959 65,205

単独事業

0 △ 9,355

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 9,858 0 0 △ 1,578 1,075

229,462
39,599 37,240 16,000 65,205 65,205 65,205

予
算

158,074 190,904 161,413 229,462 229,462

事業概要

道路工事調整・占用掘削許可事務、貸付地管理事務、道路監察等事務、道路原因者事故賠償事務、車両制限令関係事務、路上不法投棄廃
棄物処理事務、土木事務所陳情管理システム関係事務、道路損傷通報システム関係事務及び不法占用対策（空家システム）事務につい
て、土木事務所と連携しながら実施しています。
建設課所管の道路事業予定地を適切に維持管理します。

事業開始年度

根拠法令・方針決裁等 道路法、国家賠償法、横浜市公有財産規則、車両制限令

決
算

148,517 142,629 197,939
39,417 -6,373 44,085

単位

事業目的・効果
(必要性)

※番号は細事業（事業内訳）に対応。
①道路工事及び地下埋設物工事等について、道路の構造を保全し、円滑な交通の確保と公衆災害を防止するため、その実施の時期、場
所、方法等を調整し、その推進を図ることを目的とします。
②占用の許可及び占用料の徴収を行い、適切な道路の管理を行います。
③貸付料を徴収し、財源を確保します。
④道路構造の保全と交通の危険防止を図ります。
⑤管理瑕疵による事故の損害補償金の支払いを迅速かつ円滑に行うことで、事案の早期解決に寄与します。
⑥道路の状況・構造等に適合した許可審査を行い、適切な道路管理の向上に繋げます。
⑦道路の保全及び円滑な通行を確保できます。
⑧市民からの陳情等の迅速な処理及び道路管理の向上に繋げます。
⑨道路の損傷を素早く把握し、迅速な対応に繋げます。
⑩空家から道路への樹木繁茂・越境対策に取り組むことで、良好な道路環境の維持・向上につながります。
⑪⑫⑬道路事業予定地を適切に維持管理します。

根拠・データ等

※番号は細事業（事業内訳）に対応。
①工事調整件数　元年度1,307件、２年度1,374件
②占用許可件数　元年度24,094件、２年度23,331件
③土地貸付料収入件数（現年度分）　元年度345件、２年度335件
④道路パトロール走行距離　元年度265,066km、２年度255,252km
⑤管理瑕疵による賠償金支払件数　元年度20件、２年度14件
⑥特殊車両通行許可申請に関しての現地調査回数　元年度４回、２年度２回
⑦路上不法投棄廃棄物処分量　元年度６ｔ、２年度５ｔ
⑧陳情受付件数　元年度56,525件、２年度51,555件
⑨道路損傷通報件数　※３年度事業開始
⑩空家から道路への樹木繁茂に関する相談件数　元年度104件、２年度157件
⑪⑫⑬管理工事等発注件数　元年度11件、２年度12件

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標

実績

8,514 8,609 ▲ 95 架電予定先の減

目標

実績

610

貸付地管理 7,839 9,746 ▲ 1,907
不動産鑑定の非実施によ
る減

不法占用対策（空家システム）

車両制限令関係 77 77 0

道路損傷通報システム 1,500 2,000 ▲ 500
アカウント統合完了によ
る減

路上不法投棄廃棄物処理 1,934 1,898 36
収集費、処理費の単価の
増

土木事務所陳情管理システム 1,800

課長 係長 管理

40 0 40 アカウント利用料の皆増

細事業合計 219,604 229,462 ▲ 9,858

管理工事 59,000 59,000 0

除草委託 47,000 47,000 0

道路台帳整備

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　哲郎 南　正也 檜垣　正海

710 ▲ 100 図面の配付先の減

占用掘削許可

事業スケジュール

①道路工事調整　　　　　　　　　　：昭和34年度　道路工事調整業務の開始
②占用掘削許可　　　　　　　　　　：昭和32年度　横浜市道路占用料条例の施行
③貸付地管理　　　　　　　　　　　：昭和32年度　貸付地管理業務の開始
④道路監察等　　　　　　　　　　　：昭和49年度　道路監察業務の開始
　　　　　　　　　　　　　　　　　：平成18年度　日本道路交通情報センターへの補助金交付の開始
⑤道路原因者事故賠償　　　　　　　：平成３年度　道路の設置又は管理のかしに基づく事故の処理要領の制定
⑥車両制限令関係　　　　　　　　　：平成21年度　特殊車両通行許可業務の開始
⑦路上不法投棄廃棄物処理　　　　　：平成12年度　路上不法投棄廃棄物処理の委託開始
⑧土木事務所陳情管理システム　　　：平成22年度　システムの本格利用開始
⑨道路損傷通報システム　　　　　　：令和３年度　システムの本格利用開始
⑩不法占用対策（空家システム）　　：令和２年度　空家システムの本格利用開始
⑪管理工事　　　　　　　　　　　　：平成28年度　道路予定地管理業務の開始
⑫除草委託　　　　　　　　　　　　：平成28年度　道路予定地除草委託の開始
⑬道路台帳整備　　　　　　　　　　：令和２年度　道路台帳整備業務の開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

道路工事調整



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

工事調整件数
単位

件

目標 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

実績 1,307 1,374

令和　４年度　事業計画書

事業局課 道路 管理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

12-1-4
2事業区分

歳出予算科目 12 1 2

事業名称 道路管理システム運用事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 使用料及び手数料 市債 一般財源

0
補助事業 0

令和４年度 102,061 102,061

0
令和３年度 103,658 103,658 0

単独事業

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 1,597 0 0 △ 1,597 0

102,061
0 0 0 0 0 0

予
算

100,431 102,367 102,725 102,061 102,061

事業概要
道路管理システムを利用して、①道路占用許可②道路占用工事調整③道路・占用物件管理④電線共同溝管理の業務を行い、適切な物件
管理を行います。なお、当該システムは、国土交通省、東京都、政令指定都市、電気・通信・ガス事業者等により設立された一般財団
法人道路管理センターが開発・運用しているシステムです。

事業開始年度 平成２年度

根拠法令・方針決裁等 道路法・道路法施行令・横浜市道路占用料条例・横浜市道路占用規則・電線共同溝の整備等に関する特別措置法

決
算

100,050 101,905 101,388
0 0 0

オンライン電
子申請による
道路占用許可

件数

単位

件

事業目的・効果
(必要性)

占用企業者の道路占用許可及び道路工事調整等をオンライン化し、土木事務所における窓口作業を削減することで、事務処理の平準
化、迅速化、正確化を図ることができます。また、土木事務所に設置した端末機により、道路の占用物件情報を迅速に検索でき、道路
管理業務の向上を図ることもできます。

①道路占用許可　　　　　道路局及び18区土木事務所に設置した端末機器を使用した、企業占用許可業務。
　　　　　　　　　　　　公益企業者占用データを用いた占用数量等の集計業務。
②道路占用工事調整　　　道路法第34条に基づいた道路工事調整に必要なデータの入力、図面及び調書の作成。
　　　　　　　　　　　　道路工事調整情報からの掘削規制図の作成。
③道路・占用物件管理　　道路や地下埋設物件情報等の図面検索､出図､情報管理及び､占用物件等に関する各種統計処理。
④電線共同溝管理　　　　電線共同溝の占用許可業務及び管路や占用物件情報の管理。

根拠・データ等

①道路占用許可業務（オンライン電子申請による道路占用許可件数）
　＜実績推移＞元年度18,586件、２年度18,249件、３年度21,000件（見込）、４年度20,000件（見込）
　＜占用企業別実績推移＞
・環境創造局　元年度151件、２年度143件、３年度200件（見込）、４年度200件（見込）
・水道局　　　元年度7,550件、２年度7,133件、３年度8,000件（見込）、４年度8,000件（見込）
・東京ガス　　元年度7,430件、２年度7,470件、３年度8,500件（見込）、４年度8,000件（見込）
・東京電力　　元年度2,286件、２年度2,547件、３年度2,500件（見込）、４年度2,500件（見込）
・NTT　　　   元年度1,169件、２年度956件、３年度1,800件（見込）、４年度1,300件（見込）
②道路工事調整業務（競合道路工事調整件数）
　＜実績推移＞元年度1,307件、２年度1,374件、３年度1500件（見込）、４年度1500件（見込）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 22,000 22,000 21,000 20,000 20,000 20,000 20,000

実績 18,586 18,249

目標

実績

102,061

課長 係長 占用

細事業合計 102,061 103,658 ▲ 1,597

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　哲郎 三枝　浩次郎 大橋　龍

103,658 ▲ 1,597
端末機器のリース料実績
による減

事業スケジュール

①道路占用許可業務　：通年
②道路工事調整業務　：通年
③道路・占用物件管理：通年
④電線共同溝管理　　：通年

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

道路管理システム運用



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 道路 管理
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

12-1-4
3事業区分

歳出予算科目 12 1 2

事業名称 ハマロード・サポーター事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

9,930
補助事業 0

令和４年度 9,930

0
令和３年度 10,067 10,067

単独事業

0 △ 137

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 137 0 0 0 0

12,002
8,970 9,479 9,479 10,652 11,327 12,002

予
算

8,970 9,479 9,479 10,652 11,327

事業概要
身近な道路を守り、愛着をもっていただくサポーターを育成するため、地域の有志の方の集まりをはじめ商店会、自治会・町内会、学
校、企業などを母体とする地域のボランティア団体と横浜市が協働して、道路の維持管理等を行います。

事業開始年度 平成13年度

根拠法令・方針決裁等 道路法第24条・道路法施行令第３条

決
算

8,189 8,863 7,956
8,189 8,863 7,956

地域活動団体
の団体数

単位

団体

事業目的・効果
(必要性)

従来、道路管理者が全般的に行ってきた道路の維持及び管理の一部を、地元町内会や地元企業などの地域に委ねることにより、地域の
特性やニーズを踏まえ、地域の市民活力に支えられた自立的な道路の維持管理を実施する目的で事業を開始しました。
道路施設の管理が多様化する中で、地域の方々が清掃や美化活動を行うことにより、身近な道路環境を良好に保ち、安全で清潔な道路
管理の推進が図れると共に、地域の道路に愛着を持ってもらえる等、活動をとおして地域のコミュニティの活性化を図ることができま
す。

根拠・データ等
・市内ハマロード・サポーターの登録団体数
＜実績推移＞元年度534団体、２年度552団体、３年度567団体（見込）、４年度582団体（見込）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 515 530 545 560 575 590 605

実績 534 552

目標

実績

9,930

課長 係長 管理

細事業合計 9,930 10,067 ▲ 137

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 山本　哲郎 南　正也 檜垣　正海

10,067 ▲ 137
通常開催に戻ったことに
よる減

事業スケジュール

中期４か年計画の目標・実績
・平成30年度　500団体・514団体
・令和元年度　515団体・534団体
・令和２年度　530団体・552団体
・令和３年度　545団体・567団体（見込）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

ハマロード・サポーター



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 栗本　高史 北村　直也 小池　宏幸

370,697 195,855
諸経費率および対象工種
の増加による増

施設清掃

事業スケジュール
維持管理すべき道路に合わせて事業継続
令和4年度より車道清掃委託の諸経費率変更

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

車道清掃

課長 係長

細事業合計 900,000 855,205 44,795

566,552

歩道等清掃 0 40,000 ▲ 40,000
緊急雇用創出事業の終了
による減

実績 31,753 32,844

333,048 441,808 ▲ 108,760 対象工種の減少による減

目標

実績

車道清掃
(延べ道路清掃

延長)

単位

km

事業目的・効果
(必要性)

道路管理者は、道路を常時良好な状態に保つように維持し、一般交通に支障を及ぼさないように努めなければならない（道路法第42条）。
このため、昭和44年より道路施設等についての清掃を、昭和47年より車道路面・側溝等についての清掃を実施している。

根拠・データ等 横浜市道路状況(令和2年3月1日現在)

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 26,109 30,731 31,192 26,781 26,781 26,781 26,781

事業概要
道路を常に良好な状態に保つことは、交通安全上から道路管理者の責務である。このため、車道、駅前広場、中央分離帯、歩道橋、その他
道路法による道路及びその付属施設について、清掃を実施するものである。

事業開始年度 昭和44年度

根拠法令・方針決裁等 道路法第42条、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第５条

決
算

656,040 744,138 791,514
60,743 111,136 170,085

907,800
60,743 111,136 140,085 240,680 240,680 240,680

予
算

711,570 761,963 806,605 907,800 907,800

0 44,795

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 44,795 0 300 0 △ 300

0
令和３年度 855,205 0 1,680 2,460 662,980 0 188,085

単独事業

0 232,880
補助事業 0

令和４年度 900,000 0 1,980 2,460 662,680

区　分 金　額 国 県 諸収入 その他 市債 一般財源

2

事業名称 道路清掃費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 32 32

令和　４年度　事業計画書

事業局課 道路 施設
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

12-1-4
4事業区分

歳出予算科目 12 1

施設清掃
(駅前広場)

単位

箇所

その他（水道料金・負担金等） 400 2,700 ▲ 2,300
積算システム改修作業の
終了による減

目標 32 32 34 34 34 34 34



(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

係

単位

本

本資料は、公正・適正に作成しました。 松本　英之 古寺　暢嘉 河岸　佑輔　

338,457 ▲ 19,475 LED交換減(R3ﾍﾞｰｽ)

委託料（詳細点検委託）

事業スケジュール

道路照明のＬＥＤ化
・平成24年度LED照明化開始
・平成30年度LED照明リース契約の導入
照明柱の建替え
・平成20年個別保全計画の作成
・平成21年度より個別保全計画による照明柱の建替開始

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

委託料（保守点検委託）

課長 係長

細事業合計 1,064,669 1,105,842 ▲ 41,173

318,982

使用料及び賃借料 53,000 50,000 3,000 ＬＥＤ照明リースの増

その他（事務費等） 287 201 86 2年度実績による増

実績 62328 62125

52,500 0 52,500 10年周期点検による増

目標

実績

管理灯数
単位

本

事業目的・効果
(必要性)

　・夜間の交通事故防止及び車両交通の円滑化を図る。
　・老朽化した道路照明灯のＬＥＤ化を推進することにより、電力の削減を行い省エネ及び脱炭素化を図る。
　・道路照明灯の倒壊事故等を防止するため、保全更新計画に基づき老朽化した塗装柱の更新及び道路照明の補修を行う。

根拠・データ等
　道路照明灯集計表(R3.3.31現在)

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 62179 62328 62125 62125 62125 62125 62125

事業概要 　夜間の交通事故防止及び車両交通の円滑化を図るため道路照明灯の設置、維持管理・老朽化した道路照明の更新

事業開始年度 平成24年度

根拠法令・方針決裁等 　道路法第42条および関連法令　平成24年9月･LED照明導入

決
算

1,279,874 1,374,061 990,758
361,550 300,000 240,000

1,064,669
361,550 300,000 240,000 229,203 229,203 229,203

予
算

1,244,365 1,315,115 1,077,035 1,064,669 1,064,669

15,000 △ 55,447

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 41,173 0 △ 777 51 0

30,000 199,203
令和３年度 1,105,842 0 4,377 32 831,783 15,000 254,650

単独事業 1,064,669 0 3,600 83 831,783

30,000 199,203
補助事業 0

令和４年度 1,064,669 0 3,600 83 831,783

区　分 金　額 国 県 諸収入 その他 市債 一般財源

2

事業名称 道路照明費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 道路 施設
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

12-1-2
5事業区分

歳出予算科目 12 1

単位

灯

工事請負費 60,000 45,000 15,000 老朽化塗装柱建替増

光熱水費 579,900 672,184 ▲ 92,284 ＬＥＤ照明化による減

目標



(様式②-1）

局 課

■ 施設等整備費 □ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 松本　英之 森本　浩正 石川　昌紀

405,000 31,180
管理基数増、令和２年度
の実績による増

グリーン電力調達事業

事業スケジュール

☆エレベーター管理台数
・令和４年度管理基数５基増（３年度新設EV基数６基増、１基減）
・令和６年度新設３基増（白幡跨線人道橋：1基、不動坂交差点：2基）
☆脱炭素及び電気料金削減を目的に、契約電力50kW未満の施設に対するグリーン電力の導入を令和４年度から順次実施する

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

エレベーター等管理事業

課長 係長 施設

細事業合計 508,813 474,000 34,813

436,180

実績 153 158

72,633 69,000 3,633
令和２年度の実績による
増

目標

実績

ｴﾚﾍﾞｰﾀｰ等
管理台数

単位

基

事業目的・効果
(必要性)

　バリアフリー化を目的に道路立体横断施設等に設置された昇降機（エレベーター及びエスカレーター、トラベーター）について、法
定に基づいた点検や状態監視、整備等を行い、設備の機能維持と安定稼働を確保し、高齢者、障害者等に安全にご利用いただくため。
　また、電力調達においては、電力小売全面自由化により価格や環境配慮の視点により電力会社を選択することが求められているた
め。

　高齢者、障害者等の移動上及び施設の利用性及び安全性の向上を図り、公共の福祉の増進に寄与している。
　また、大規模排出事業者である市役所の部署として、環境配慮の視点により電力の調達を図り、脱炭素化及びSDGsの取組がの推進さ
れている。

根拠・データ等 ・昇降機設置一覧表、定期点検報告書

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 153 158 163 163 163 166 166

事業概要
　昇降機設備（エレベーター及びエスカレーター、トラベーター）利用者が安全かつ安心して利用できるよう、法令に基づく設備の保
守点検及び運転監視委託を実施するとともに、故障個所の整備を実施する。また、昇降機設備で使用する電力のグリーン化を推進する
ため、「横浜市グリーン電力調達制度」により電力調達を実施する。

事業開始年度 昭和51年度

根拠法令・方針決裁等 ・道路法、建築基準法、横浜市グリーン電力調達実施要綱

決
算

462,016 464,414 470,273
418,063 398,968 358,814

508,813
418,064 398,968 358,814 261,360 261,360 261,360

予
算

450,642 432,886 459,927 508,813 508,813

0 △ 113,227

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 34,813 0 0 148,348 △ 308

0
令和３年度 474,000 75,811 23,602 374,587

単独事業

261,360
補助事業 0

令和４年度 508,813 224,159 23,294

区　分 金　額 国 県 占用料 諸収入 市債 一般財源

2

事業名称 エレベーター等管理費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 道路 施設
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号

12-1-4
6事業区分

歳出予算科目 12 1

ｸﾞﾘｰﾝ電力
管理区分数

単位

カ所

目標 114 141 153 155



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

③

④

⑤

⑥

係

参画占用企業者数
（港北ニュータウ

ン）

単位

者

共同溝委託費（管理委託以外） 3,000 3,000 0

共同溝光熱水費 10,993 11,317 ▲ 324 前年度実績減

目標 8 8 8 8 8 8 8

実績 8 8

令和　４年度　事業計画書

事業局課 道路 施設
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

12-1-4
7事業区分

歳出予算科目 12 1 2

事業名称 共同溝管理費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

区　分 金　額 国 県 分担金及び負担金 使用料及び手数料 市債 一般財源

0
補助事業 0

令和４年度 150,728 118,067 32,661

0
令和３年度 147,093 0 0 115,996 31,097 0 0

単独事業

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 3,635 0 0 2,071 1,564

122,030
8,462 8,193 5,395 29,914 20,838 19,925

予
算

217,445 293,010 307,959 180,630 127,728

事業概要
監視業務（巡回点検・補修等の総合調整、入溝者の確認、モニターシステムによる監視、パトロール、非常時における初期対応）、設備
機器点検（排風機、排水ポンプ、照明灯、各種センサー、消火設備、制御盤等の機器点検）、清掃（溝内排水溝、排気口等開口部）、工
事費（ＭＭ：設備補修工事、ＮＴ：附帯設備更新工事）、光熱水費、事務費

事業開始年度 平成元年度

根拠法令・方針決裁等 共同溝の整備に関する特別措置法、横浜市共同溝管理規程、横浜市共同溝保安細則

決
算

137,551 224,602 223,057
533 30,228 11,954

参画占用企業
者数（みなと
みらい21）

単位

者

事業目的・効果
(必要性)

共同溝は、電気、通信、ガス、水道等のライフラインを地下のトンネル内に共同で収容する都市施設であり、無電柱化等による空間の確
保や都市景観の向上、埋設管の掘り返しによる道路工事の減少、確実なライフラインの供給による住民生活及び企業経営の安定が期待で
きる。
みなとみらい２１共同溝は、昭和58年度から事業着手し、平成15年度に完成している。この間、平成元年、４、８、10、11、16年度と部
分的な管理引継を受け、平成16年度より全体の管理を行っている。また、港北ニュータウン共同溝は平成４年度から事業着手し、平成12
年度に引継を受け維持管理を行っている。
共同溝は、先進的なまちづくりを支える重要なインフラであり、安全・確実な運営管理が必要である。そのため、維持管理を実施し、安
全な状態に保つ必要がある。

根拠・データ等 施設の維持管理費であり、管理規程のほか法令に基づき管理を行っている。

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 11 11 11 11 11 11 11

実績 11 11

67,604 64,802 2,802 補修工事増

目標

実績

67,051

共同溝修繕費 1,880 1,880 0

共同溝事務費 200 200 0

課長 係長

細事業合計 150,728 147,093 3,635

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 松本　英之 松田　裕 小田島　雅人

65,894 1,157 労務単価増

共同溝工事費

事業スケジュール 管理する共同溝が存在する限り継続。

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

共同溝管理委託費



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

単位 目標

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 道路 建設
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 12 1 2

事業名称 自由通路管理費

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般会計

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

36,930
補助事業 0

令和４年度 46,010 0 9,080

0
令和３年度 22,710 8,400 14,310

単独事業

0 22,620

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 23,300 0 0 680 0

1,010
12,325 12,325 14,755 12,164 12,164 12,164

予
算

17,875 20,325 22,755 1,010 1,010

事業概要 大船駅笠間口に設置されている自由通路の維持管理等を行います。

事業開始年度 平成18年度

根拠法令・方針決裁等 公有財産規則、駅自由通路管理規則

決
算

17,804 18,994 21,135
9,342 11,213 12,053

維持管理に関
する契約

単位

契約

事業目的・効果
(必要性)

１　事業目的
　　大船駅笠間口に設置されている自由通路の維持管理等を行います。
　　大船駅北口自由通路の点検用通路の修繕を行います。

２　施設の概要
　　大船駅北口自由通路
　　延床面積　　　　約770㎡
　　幅員　　　　　　約5ｍ
　　延長　　　　　　約70ｍ
　　エレベーター　　1基
　　エスカレーター　2基

根拠・データ等

　大船駅北口自由通路は、大船駅北側地区の再開発に併せ建設され、大船駅笠間口改札と接続している。
　大船駅北口自由通路の建設に当たっては、大船駅乗換用連絡橋（昭和49年竣工）の橋脚基礎、主桁、床版等を転用していることか
ら、当該部の経年劣化が見受けられる。
　経年劣化の詳細について、調査を行うため令和元年度に自由通路の点検を実施したが、大船駅北口自由通路の検査用通路の一部に腐
食が見受けられ、検査用通路の一部が使用ができない状態にあった。
　このことで、自由通路において一部分の点検が未了となっている。
　自由通路の点検を完了させるために、検査用通路の修繕が求められる。また、自由通路内部の諸設備の維持管理を行う必要がある。

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 10 4 2 2 1 1 1

実績 10.0 4.0

目標

実績

46,010

課長 係長

細事業合計 46,010 22,710 23,300

単位

本資料は、公正・適正に作成しました。 梅津 彰 角本 登与志 板垣 佳那

22,710 23,300 他事例を基に積算

事業スケジュール

R1年度：エレベーター及びエスカレーター監視システム改修
R1年度：監視システム、エレベーター及びエスカレーターを道路局施設課へ所管替え
R2年度：（仮称）大船駅県道横断歩道橋接続、大船駅北口自由通路LED照明交換工事竣工
R3年度：大船駅北口自由通路点検用通路修繕設計委託
R4年度：大船駅北口自由通路点検用通路修繕

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

自由通路管理費



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

歩行者利便増
進道路指定検

討件数

単位

件

本資料は、公正・適正に作成しました。 桐山　大介 北川　健太郎 大城　将希

967 0

歩行者利便増進道路

事業スケジュール

平成22年度：事業開始
平成28年度：価格評価占用入札制度の運用開始
令和元年度：利用計画の策定（２箇所）、占用許可開始（２箇所）
令和２年度：利用計画の策定（13箇所）、占用許可開始（２箇所）、道路法改正（歩行者利便増進道路）
令和３年度：総合評価占用入札制度の運用開始、利用計画の策定（６箇所）、占用許可開始（10箇所）
令和４年度：利用計画の策定（４箇所）、占用許可開始（６箇所）
　　　　　　歩行者利便増進道路への指定の検討（３箇所）
令和５～７年度：利用計画の策定（12箇所）、占用許可開始（14箇所）、歩行者利便増進道路の指定（３箇所）

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

横浜市道路高架下等利用計画検討会運
営

課長 係長

細事業合計 3,539 967 2,572

967

実績 2 1

2,572 0 2,572
道路法改正に伴う調査内
容の新規発生に伴う増

目標 - - - 3 3 3 3

実績 - -

占用許可開始
土地件数

単位

箇所

事業目的・効果
(必要性)

　現在、未利用である高架下等の道路資産を有効に活用することにより、まちづくりや賑わい創出のほか、道路インフラの維持管理費や
更新費用の負担軽減を図ります。
　高架下、道路予定区域等の占用にあたっては、公平性、中立性を確保するために、国土交通省通知に基づき設置した「横浜市高架下等
利用計画検討会」により、有効活用の実施に伴う場所の選定及び利用計画の策定、提案書の審査を行います。利用計画の策定にあたって
は、占用者の選定を企画提案、総合評価占用入札、価格評価占用入札のいずれの方法によるものとするかを審議します。
　制度の活用から10年以上が経過し、活用期間の満了を迎える案件も出てきています。更なる維持管理財源の確保を図るため、期間の満
了を迎える案件の中で引続き活用に適する場所や、新規の活用候補地について、検討会の審議に諮り道路資産の有効活用を行っていく必
要があります。
　また、令和2年度の道路法改正により、道路管理者が歩道の中に、歩行者の利便増進を図る指定道路、特例区域を定めることができる
ようになりました。特例区域を定めることで、道路空間を活用する際に必要となる道路占用が柔軟に認められます。活用の幅を広げるこ
とで、民間事業者の創意工夫が活用しやすくなり、地域の賑わいの創出につながります。

根拠・データ等

・検討会開催数
　＜実績推移＞元年度２回、２年度３回、３年度６回（見込）、４年度６回（見込）
・利用計画策定土地件数
　＜実績推移＞元年度２箇所、２年度13箇所、３年度６箇所（見込）、４年度４箇所（見込）
・占用許可開始土地件数
　＜実績推移＞元年度２箇所、２年度１箇所、３年度10箇所（見込）、４年度６箇所（見込）
・占用許可期間満了土地件数
　＜実績推移＞元年度０箇所、２年度２箇所、３年度６箇所（見込）、４年度９箇所（見込）

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 6 2 10 6 4 7 3

事業概要 高架下及び道路予定区域等について、まちづくりや賑わいの創出、財源の確保の観点から有効活用を実施します。

事業開始年度 平成22年度

根拠法令・方針決裁等
国土交通省通知　平成21年１月26日　国道利第17～20号、国土交通省通知　平成27年３月27日　国道利第21号
道路法　昭和27年法律第180号

決
算

277 147 220
0 0 0

3,539
0 0 0 0 0 0

予
算

967 967 967 3,539 3,539

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 2,572 0 0 0 2,572

0
令和３年度 967 967 0

単独事業

0
補助事業 0

令和４年度 3,539 3,539

区　分 金　額 国 県 諸収入 使用料及び手数料 市債 一般財源

2

事業名称 高架下等有効活用事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般

実績 65,041,106 63,398,814

令和　４年度　事業計画書

事業局課 道路 企画
新規拡充 □ 新規 ■ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 12 1

高架下有効活
用事業に伴う

占用料

単位

箇所

目標 58,826,118 69,400,000 71,853,111 70,965,526 70,965,526 70,965,526 70,965,526
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